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図5．法的思考力は将来役に立つか
短期大学における民法を主とした法学教育の実践・成果
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②「論理的思考力」、③「コミュニケーション力」、
④「課題解決能力」、⑤「チームで働く力」の中から、
どの項目の能力育成が図れるかシラバスなどで明
確に示し（コンピテンス配分表公表）、受講学生を
5段階で評価する。そして、最終的には、各項目
の評価は講義間で平均化され、卒業時に、ディプ
ロマ・サプリメント（学位証書補足資料）として、
学生に交付される注4。
　「法学概論」では、コンピテンス項目、②「論理
的思考力」（表1）および④「課題解決能力」（表2）を
「法的思考力（リーガルマインド）」（表3）に置き換
えてルーブリック指標を作成し、評価している。
講義において、学生に対し、こうしたコンピテン
スの置き換えによる評価、5段階の内容を丁寧に
説明し、併せて「講義レポート」の作成手法およ
び評価基準、学習到達目標も説明し理解させてい
る。
2．法的思考力（リーガル・マインド）
習得の実証
　「法学概論」の法的思考力（リーガル・マインド）
のルーブリックによるコンピテンス評価は、「講
義レポート」および期末の筆記試験をベースに実
施している。本講義の評価自体は、「講義レポート」
（配点30点）、筆記試験（配点70点）で評価され、90
点以上はS、80点以上はA、70点以上はB、60点
以上はC評定で、60点以上が単位を取得できる。
基本的には、本講義の評価とコンピテンス評価は
連動するが、中には、「講義レポート」を提出し
ないが（当然に評価は低くなる）、期末の筆記試験
は良くできているなど、講義の評価は低いが、コ
ンピテンス評価は高い学生も存在する。こうした
例からも、単純に、講義の評価とコンピテンス評
価は同じにはならないし、していない。評価が難
しく、独自判断となるが、S評価の中でコンピテ
ンス評価が5となる学生は、2割程度である。
　学生は、好成績を目指すために、ルーブリック
表1　論理的思考力
本質を理解し、根拠に基づき考え、明確に説明す
ることができる。
1 事象を整理し、理解しようとすることがで
きる。
2 事象を整理し、理解した上で、考えをまと
めることができる。
3 事象を整理し、本質を理解した上で考えを
まとめ、説明することができる。
4 事象を整理し、本質を理解した上で、根拠
に基づいて考えをまとめ、筋道を立てて明
確に説明することができる。
5 事象を整理し、本質を理解した上で、多角
的な視点を持ちながら、主体的かつ客観的
に判断し、根拠に基づいた結論を導き出す
ことができる。それについて、理解を得ら
れるよう、筋道を立てて明確に説明するこ
とができる。
表2　課題解決能力
課題を発見し、解決に向けて計画を立て、実行に
移すことができる。
1 現状と目標を把握し、問題を見つけ出そう
とすることができる。
2 現状と目標を把握し、解決すべき課題を発
見し、解決策を考えることができる。
3 現状と目標を把握し、解決すべき課題を発
見し、解決策を考え、示すことができる。
4 現状と目標を把握し、解決すべき課題を発
見し、柔軟で多角的な考え方で解決策を導
き出し、計画・実行に移すことができる。
5 現状と目標を把握し、解決すべき課題を発
見し、柔軟で多角的な考え方で解決策を導
き出すことができる。また、解決に向けて
主体的に目的と目標を設定し、それを達成
するための具体的かつ最適な方法を選び、
計画を立て、着実に実行することができる。
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価表を見ながら「講義レポート」を作成し、筆者
もルーブリック評価表を基準に、講義を行い、「講
義レポート」を評価し、添削した上でコメント（ア
ドバイス）を付している。こうした流れが、コン
ピテンスの育成につながっていると考えられる。
こうした結果、本講義は1年生後期に実施されるが、
学生はコンピテンスの自己評価を行い、「論理的
思考力」「課題解決能力」が上昇したとみることが
できる（図6：2017年入学生200名にアンケートを
実施）。
Ⅳ．むすびにかえて
　「法学概論」について、講義の内容、「講義レポー
ト」の活用およびルーブリックによるコンピテン
ス評価・育成の成果について述べてきたが、現実
には課題も多い。
　まず、講義の内容について、民法を中心とした
法学を全15回で教えるためには、「広く浅く」要
点を教えることが限界である。こうした内容につ
いて、「専門用語があり難しい、もっとわかりや
すく講義してほしい」という学生もいれば、一方で、
「法律に興味を抱いた、もっと深く詳細に講義し
てほしい」という学生もいる。後者には、松本大
学の民法の講義を履修すること、さらに4年制大
学の法学部に編入することを勧め、サポートもし
ているが、大学法学部ではない短期大学において、
講義内容のレベルをどの位に設定するか難しい。
これに対しては、「講義レポート」で講義の理解
度を確認し、さらに講義アンケートを行い、多数
の学生が理解できるレベルに設定し、毎年調整し
ている。
　「講義レポート」について、毎週100名超の学生
の提出するレポート（課題解答を含む）を精読・添
削し、コメントを添え、評価し、翌週の講義で返
却する作業に時間を要する。効率的に進めたいと
考えるが、個別対応のため、なかなか予定時間以
内には終わらない。そして、モチベーションの違
い、個人差があり、低い評価の学生が早々に単位
が取れる最低限を見据えて学習するケースが多々
ある。これらに対し、前者には、レポートの成果
表3　法的思考力（リーガルマインド）
現状と目指す結果に向け、法律の適用に必要とさ
れる、柔軟、的確な判断ができる
1 現状と目指す結果に向け、事象を整理し、
法律の適用ができる。
2 現状と目指す結果に向け、事象を整理し、
考えをまとめ、解決策を考え、法律の適用
ができる。
3 現状と目指す結果に向け、事象を整理し、
考えをまとめ、解決策を考え、法律の適用
に必要とされる、柔軟で的確な判断ができる。
4 現状と目指す結果に向け、事象を論理的に
整理し、筋道を明確に立てて、考えをまとめ、
解決策を考え、法律の適用に必要とされる、
柔軟で的確な判断が主体的に客観性を持つ
ことができる。
5 現状と目指す結果に向け、事象を論理的に
整理し、双方向の法益などを比較衡慮した
上で、筋道を明確に立てて、多角的な視点
から、最適な考えをまとめ、具体的な解決
策を考え、法律の適用に必要とされる、柔
軟で的確な判断が主体的に客観性を持つこ
とができる。そして、導き出した判断が、
論理的思考力と課題解決力が十分に認めら
れ、法的に説得力がある。 図6．コンピテンス学生自己評価推移
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を鑑み、ある程度の時間は仕方ないと考えつつも、
個別対応にメリハリを付け筆者の能力を向上させ
効率化を図り、後者には、モチベーション・学習
意欲の低い学生に対し、コメントで励ましたり、
講義前後の時間に声をかけ学習相談などをするよ
うにしている。
　コンピテンス評価について、ルーブリック指標
を作成し評価しているが、コンピテンス「論理的
思考力」「課題解決能力」を「法的思考力（リーガル・
マインド）」に置き換えており、ストレートに「法
的思考力（リーガル・マインド）」のルーブリック
指標があればわかりやすい。しかしながら、本学
は全講義において、同一の5つのコンピンテンス
項目を設置し、各コンピテンス能力を評価・育成
しようとしているため、個別のルーブリック指標
作成は方針に反する。また、本講義終了後もコン
ピテンス評価・育成を継続したいが、2年生科目
の「会社法」は選択必修科目でなく、受講する学
生が減少し、学生は就職活動に忙しいため、「講
義レポート」を課していない。これらに対し、前
者には、中長期的な視点で全体と個別を柔軟かつ
総合的に考え検討を継続し、後者には、「会社法」
をはじめ「所得税法」「租税法」においても、可能
な範囲で同一のルーブリック指標を活用するなど、
連携を高め継続性を図りたい。
　本学は、「情報処理」「簿記」「外国語（英語）」を
必修講義と定め、卒業生は、これらの講義から習
得した知識・スキルを企業などで活かし、卒業生
自身および学生を採用していただいた企業から高
い評価を受けている。こうした成果は誇れるこ
とであるが、「法的思考力（リーガル・マインド）」
も企業や私生活など社会で必要とされるはずであ
り、短期大学の2年間で是非とも習得してほしい
と考える。短期大学の法学教育は、課題も多いが、
限界も踏まえつつ、中長期的な視点で解決を図り
ながら、アンケート調査などで学生の意見も積極
的に取り入れ、他短期大学の事例も参考にし、成
果が実感できる充実した講義を実践すべく、真摯
に取り組みたい。
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注
注1 基礎フィールドとして、基礎簿記、Word、
Excel、Englishがあり、そのほか、経理・会計
フィールド、経済・金融フィールド、情報専門
フィールドなどがある。
注2「出席レポート」に関しては、金子能呼＝糸井
重夫＝飯塚徹「『出席レポート』を活用した『就
業力』と『学士力』向上への取り組み」『経済教育
№30』経済教育学会（2011）および金子能呼「『出
席レポート』に関するアンケート調査結果」松
本大学研究紀要第12号（2014）を参照されたい。
注3 2014年度から実施されている「大学教育再生加
速プログラム（AP）」は、これまでの特色ある教
育を支援する「GP事業」等により実施された教
育改革を踏まえた上で、わが国の高等教育に共
通の課題に対して取り組む大学を支援すること
により、大学教育の質的転換の加速を促し、大
学の人材養成機能の抜本的強化を図ることを目
的とするものである。
注4 ディプロマ・サプリメントについては、本学
AP委員会において、記載内容の妥当性、活用
方法の在り方（内定企業に提出など）が検討され
ている。
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